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微破壊・非破壊試験によるコンクリートの強度測定を用いた品質管理について 
 
 
 微破壊・非破壊試験による強度測定を用いたコンクリートの品質管理手法の

導入は、コンクリート構造物の品質規格の確保を一層図るとともに、監督・検

査の充実を目的とし実施するものである。 

このたび、「微破壊・非破壊試験によるコンクリート構造物の強度測定要領（案）

（以下、強度測定要領（案）という）」を別添のとおり定めたので、各地方整備

局等においては、下記に留意の上、微破壊・非破壊試験を用いたコンクリート

構造物の品質管理を実施されたい。 

 

 
 



 

記 

 
第１  目的 

微破壊・非破壊試験を用いた品質管理手法（以下、「本手法」という。）は、

微破壊・非破壊試験を用いてコンクリート構造物の強度が適正に確保されてい

ることを確認するために行うものであり、この手法を活用した施工管理や監

督・検査の充実を図ることでコンクリート構造物の適正な品質確保をめざすも

のである。 

 

第２  試行における対象工事の範囲 

新設のコンクリート構造物のうち、平成２１年度以降に施工（新規・継続）

する橋長３０ｍ以上の橋梁上部工事及び下部工事を対象とする。 

 

第３  発注者及び請負者が実施すべき事項 

微破壊・非破壊試験を用いたコンクリート構造物の品質管理は、別添「強度

測定要領（案）」に従い実施するものとする。その際、発注者及び請負者が実

施すべき事項を、下記１から３に記す。 

１．請負者による施工管理 

請負者は、「強度測定要領（案）」に基づき、日常の施工管理を実施する。 

また、測定方法や測定箇所等については、施工計画書に記載し提出するとと

もに、測定結果については、測定結果報告書（「強度測定要領（案）７報告」

参照）を作成し、測定後及び完成検査時等に提出・報告を行う。 

 

２．監督職員による立会 

監督職員は、請負者が行う非破壊試験に対し、１工事につき１回以上立会す

るとともに、測定結果報告書を確認する。 

 

３．検査職員による完成検査 

検査職員は、完成検査時に全ての測定結果報告書を確認する。また、測定結

果報告書の確認に加え、任意の箇所を選定（１箇所以上）し、「強度測定要領

（案）」に基づく非破壊試験を実施し、コンクリート構造物の強度の適否を判

断する。足場等が必要となる箇所の測定を実施する場合は、あらかじめ、足場

等の確保を指示しておくものとする。 

なお、中間技術検査においても、出来るだけ測定結果報告書の活用による検

査の実施を行うものとする。 

 



 

第４ 試験に要する費用 

試験に要する費用は、別途技術管理費に積み上げ計上すること。 

 

第５ その他 

発注者及び請負者は、本手法の趣旨及び微破壊・非破壊試験の実施手法を十

分に理解しつつ、本手法の円滑な実施に努めるものとする。 

また、非破壊試験にて測定される値は非破壊検査特有の誤差を有した概算値

であるので、この要領にて定める判定基準を下回った場合は、微破壊試験によ

りその測定値の信頼性を確認するものとする。 

なお、本手法によりコンクリート構造物の強度を測定する場合は、「土木コ

ンクリート構造物の品質確保について」（国官技第 61 号、平成１３年３月２９

日）に基づいて行うテストハンマーによる強度測定調査を省略することができ

るものとする。 
 


